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地方自治体の業務プロセス・情報システム標準化の対象
Ⅰ 対象として想定する自治体
○ まずは、複数団体での情報システムの自治体クラウドが進んでいない中核市規模の自治体を想定して、
標準仕様を作成する。
○ 当該標準仕様を踏まえ、大規模自治体及び小規模自治体を想定して、バージョンアップする。
（大規模用・小規模用に分けて作成することも含めて、検討する）

Ⅱ 対象業務
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各省検討事項のスケジュール
2019年度 2020年度 2021年度
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

1-1 検討会・WGの設置準備（人選・依頼） 1-2 検討会・WGの開催

2-3 主要論点整理 2-4 主要論点検討

3 業務フロー（BPMN）作成

5-4
自治体意見
照会

5 標準仕様（各省検討事
項）
5-1 案の作成
5-2 主要論点検討で決定し
た事項を、「業務フロー」「機
能要件」に反映

5-3 自治体の規模による差
も検討・調整

5-6標準
仕様（各
省検討事
項）
の決定5-5

関係ベンダ
意見照会

○第１グループ：介護・障害者福祉、就学、地方税（固定・個住・法人・軽自）

第１回
関係府省
会議

第２回
関係府省会議

第３回
関係府省会議

第１回政府CIO
ヒアリング

第２回政府CIO
ヒアリング

第３回政府CIO
ヒアリング

第４回政府CIO
ヒアリング

○共通検討事項

第４回
関係府省

会議

2-1 主要論点照会(関係ベンダ)

○第２グループ：児童手当、選挙人名簿管理、国民年金・後期高齢者医療
・生活保護・健康管理・児童扶養手当、子ども・子育て支援

A 非機能要件・SLAの
精査

B 自治体・
ベンダ照会

C 非機能要件・
SLAの決定

第１グループと同作業（2022年8月まで）

国保標準システムの課題と対応策を別途検討
○国保

4 機能要件の検討

2-2 主要論点照会(自治体)
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「新経済・財政再生計画改革工程表2019」（令和元年12月19日）（抄）
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「新経済・財政再生計画改革工程表2019」（令和元年12月19日）（抄）
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「新経済・財政再生計画改革工程表2019」（令和元年12月19日）（抄）
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「デジタル・ガバメント実行計画」（令和元年12月20日閣議決定）（抄）

11 地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進

11.2 地方公共団体における情報システム等の共同利用の推進

（2）地方公共団体における業務プロセス・情報システムの標準化の推進（◎内閣官房、◎総務省、内閣府、文部科学省、厚
生労働省、関係省庁）

地方公共団体における情報システム等の共同利用を推進するため、地方公共団体の業務プロセス・情報システムの標準化に取り組む。
具体的には、内閣府、総務省、文部科学省及び厚生労働省は、2020年度（令和２年度）に、部内の検討体制を整備の上、市町村が情

報システムを構築している地域情報プラットフォーム標準仕様又は中間標準レイアウト仕様で示されている業務（児童手当（内閣府）、
選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税及び軽自動車税（総務省）、就学（文部科学省）、国民健康保険、国民年金、
障害者福祉、後期高齢者医療、介護保険、生活保護、健康管理及び児童扶養手当（厚生労働省）並びに子ども・子育て支援（内閣府、
厚生労働省））について、業務プロセス・情報システムの標準化に向け市町村の業務プロセスや情報システムのカスタマイズ状況等に
ついての調査を行う。
上記の作業を踏まえ、行政サービスの利用者の利便性向上並びに行政運営の簡素化及び効率化に立ち返った業務改革（BPR）の徹底

を前提に業務プロセス・情報システムの標準化を進める。特に地方税、介護保険、国民健康保険、障害者福祉及び就学業務については、
速やかに地方公共団体の状況等を踏まえた課題を整理し、業務プロセス・情報システムの標準化により効果が見込める場合には、地方
公共団体関係者や事業者等を含めた研究会を組織し標準仕様書を作成するなど、標準的なクラウドシステムへの移行に向けた技術的作
業に着手する。
このほか、各省は以下の事項に取り組む。
①住民記録（総務省）
すでに検討に着手している住民記録システムについては、2020年（令和２年）夏頃までに地方公共団体関係者などと、標準的な機

能や様式等を盛り込んだ標準仕様書を作成する。住民記録システムが他の基幹系システムの基礎となるため、普及策や他システムと
の連携方策も検討する。

②地方税（総務省）

地方税に係る情報システムに関して、納税者からの電子納税を可能とする地方税共通納税システムについては、対象税目を地方法
人二税等から更に拡大するため、2019年度（令和元年度）の課題整理に基づき、地方公共団体などとともに取組を進める。市町村の
基幹税務システムについては、2020年（令和２年）夏以降住民記録システムの成果も反映し標準仕様書の作成を進める。
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「デジタル・ガバメント実行計画」（令和元年12月20日閣議決定）（抄）

③社会保障（厚生労働省）

国民健康保険に係る業務支援システムは、標準システムの導入意義や効果を広く周知するとともに機能改善を図って効果をより高
めるほか、導入後の課題を把握し、効率的な業務プロセスや情報システム設計に見直すことにより、導入地方公共団体を広げるため
の改善策を検討する。
介護保険、障害者福祉に係る業務支援システムは、「地方自治体業務プロセス・システム標準化等に関する関係府省庁連絡会議

（仮称）」の方針を踏まえ、速やかに地方公共団体における業務プロセスや情報システム整備の実態を把握し、標準化・共有化に向
けた検討体制を構築する。その後、住民記録システムの成果を反映し、2020年度（令和２年度）における検討後１年以内に標準仕様
書を作成する等、標準的なクラウドシステムへの移行に向けた技術的作業を進める。
児童扶養手当、生活保護に係る業務支援システムについても、速やかに地方公共団体における業務プロセスや情報システム整備の

実態を把握し、標準化・共有化に向けた検討体制を構築する。

④教育（文部科学省）
就学に係る学齢簿作成、就学援助認定等のシステムは、速やかに地方公共団体の業務プロセスや情報システム整備の実態を把握し、

標準化・共有化に向けた検討体制を構築する。その後、住民記録システムの成果を反映し、2020年度（令和２年度）における検討後
１年以内に標準仕様書を作成する。

内閣府、総務省及び厚生労働省は、2021年度（令和３年度）及び2022年度（令和４年度）に、情報システムの標準化に向けた調査に

基づき地方公共団体の状況等を踏まえた課題を整理し、情報システム標準化による効果が見込める業務について、地方公共団体関係者
や事業者等を含めた研究会を組織し標準仕様書を作成するなど、標準的なクラウドシステムへの移行に向けた技術的作業を進める。
内閣官房は、内閣府及び総務省の協力を得て、関係府省の検討の支援や府省横断的な事項の処理を行う。

内閣官房及び関係府省は、地方公共団体の業務プロセス・情報システムの標準化に関する政府全体の方針調整及び進捗管理を行うた
め、早期に「地方自治体業務プロセス・システム標準化等に関する関係府省庁連絡会議（仮称）」を組織、運営する。

内閣官房及び関係府省は、それぞれの事務の業務プロセス・情報システム標準化の検討状況について地方公共団体への適時適切な情
報提供を行う。

国が主導して情報システムの標準化を進めるため、総務省は、地方制度調査会における地方自治制度との関係を含めた議論等も踏ま
え、関係府省と連携して、法制上の措置も視野に、必要な検討を行う。

KPI：対象業務に対して、実際に標準仕様が作成された業務の割合
KPI：標準仕様が作成された業務における当該標準仕様が利用された情報システムを利用する地方公共団体の割合
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